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In the accounting theory of F. Schmidt, assets and expenses are revaluated at current 

replacement costs. And the  differences between the current replacement costs and the 

historical costs are entered in  "Vermögenswertänderungskonto". F. Schmidt's accounting 

system is designed for the purpose of physical (material) capital maintenance. And  "Ver-

mögenswertänderungskonto" is characterized not as income facfor but as capital factor, 

i.e. the account for capital adjustment (under the concept of physical capital). But it is 

only under certain conditions that  "Vermögenswertänderungskonto"  can be  characterized 

in that way.  Generally such a characterization cannot be accepted. In this paper  I will 

demonstrate, by showing the result of my own caluculations, that "Vermögenswertände-

rungskonto" is not the account for capital adjustment. And  I will explore the possibility, 

in the theory of F. Schmidt, of interpreting this account as income factor.

1は じめに

資産および費用の測定に時価(再 調達価格)

を適用する会計形態は,一 般 に時価主義会計

と総称 される。 しか し,一 口に時価主義会計

といっても,そ の内容は必ずしも一様 とはい

えず,種 々の計算内容のものが存在 している。

そのような時価主義会計の検討を試みる場合,

時価評価差額(資 産 ・費用の時価評価額 と取

得価額 との差額)が どのように性格規定され

ているか,と いうことが一つの重要 な分析視

点になる。時価評価差額の性格規定に関 して

は,大 別 して,そ れを利益要素 とするもの と

資本要素 とするものとの二つの規定の仕方が

存在する。時価評価差額が利益要素なのか資

本要素なのか という問題は,時 価主義会計論

の歴史上,古 くから論議されてきた事柄であ

る。

さて,時 価主義会計 を最初 に体系化 したの

はおそらくシュ ミット(F.Schmidt)で ある

と思われるが,シ ュ ミッ ト説において,こ の

時価評価差額は 「財産価値変動勘定」 という

名称で表現 されている。本稿は,シ ュ ミット

説における財産価値変動勘定の性格 について

検討を試みるものである。シュ ミッ ト説では,

実体資本維持 という計算 目的が掲げられてい

ることと関連 して,財 産価値変動勘定は利益

要素 としてではな く資本要素 として性格規定

されている。そのような性格規定がはたして

彼の計算構造のもとで実際に成立するのかど

うか,本 稿ではその点について具体的に検討

す る。そして,そ のような検討を通 して,シ

ュ ミッ ト説は一般にいわれるように実体資本

維持説 として位置づけうる学説なのか否か,

一105一



もしそのように位置づ けえないのであれば,

それはどのような学説 として解釈すべ きなの

か,と いうことについて論及 してみたいと思

う。

IIシ ュミット会計計算の基本的構造

財産価値変動勘定の性格についての具体的.

検討に立ち入る前に,ま ず,シ ュ ミッ トが提

唱する会計計算の基本的構造について確認す

る1)。

(1)計 算体系

シュミットの会計計算は,財 産計算(Ver-

m�ensrechnung)と 成果計算(Erfolgsrech-

nung)と い う二つの計算か ら構成 されてい

る。

財産計算 は,企 業内に存在する財産の一定

時点における価値計算を意味する。通常,財

産計算 といえば,期 末時点に存在する財産の

価値計算,す なわち,期 末貸借対照表上の財

産評価(資 産評価)が 連想 されるけれども,

シュ ミットの財産計算はそのように狭義の も

のではない。シュ ミッ ト説において,財 産計

算は,期 末時点のみならず,観 念的には財産

価値の変動に応じて継続的になされるもの と

して考 えられてお り,具 体的には,期 末以外

では財産の販売時点において行なわれる。つ

まり,シ ュ ミッ トの財産計算は,期 末の財産

計算 と販売 日の財産計算 とか ら成 るわけであ

る。そして,彼 の財産計算の特徴 は,各 計算

時点の調達時価(Tagesbeschaffmgswert)

すなわち再調達価格(Wiederbeschaffungs-

preis)を 計算基準(評 価基準)と して用いる

という点にある。従 って,期 末の財産計算は

期末再調達価格 を基準 としてなされ,販 売 日

の財産計算は販売 日再調達価格 を基準 として

なされるのである。

ところで,販 売 日の財産計算 とは,販 売され

消滅する財産の大きさを販売の直前もしくは瞬

間の再調達価格に基づいて計算することである

が,そ れは,観 点 を換 えれば,費 用を販売 日

の再調達価格 に基づいて計算することを意味

している2)。シュ ミッ トの成果計算は,そ のよ

うにして計算された費用 と当該財産の販売 に

よってもたらされた売上収益 との比較によっ

てなされるのである。なお,売 上収益は伝統

的会計計算の場合 と同様 に原則 として取引価

格 によって測定され る3)ので,成 果計算上の

中心課題は費用計算 とい うことになる。

以上 を要するに,期 末財産を期末の再調達

価格によって評価 し,費 用を販売 日(厳 密 に

は費用認識時点)の 再調達価格によって測定

するというのが,シ ュ ミッ トの会計計算の基

本的体系にほかならないのである。

(2)成 果計算 目的

さて,そ れでは,以 上のようなシュ ミッ ト

の会計計算はどのような目的のもとに提唱さ

れているのだろうか。 まず初めに,成 果計算

の目的から確認 しよう。

シュ ミットは,成 果計算(利 益計算)の 目

的 として。次のような二つの事柄 を想定 して

いると思われる。

1.実 体資本の維持

2.国 民経済的業績尺度利益の計算

まず,「実体資本の維持」とい う目的 につい

て説明しよう。

シュ ミッ トは次のようにい う。「企業財産の

維持 を超えて獲得 されたものだけが企業の利

益た りうる。従 って,財 産 と利益 との間には,

判然と境界線が引かれるのである。そ して,

それを明確 に定めることが当研究の主要課題

なのである4)」と。彼は,そ のような利益算定

上の基準要素 としての 「財産」を 「資本」 と

も表現 しているが,い ずれにせよ,彼 にとっ

ては,利 益算定に当ってまず財産概念ないし

資本概念が確定 されなければならないのであ
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る5)。

シュ ミットは,会 計上の資本概念 として次

の二種類を掲げている6)。

① 貨幣および貨幣債権 を含む具体的財産

の在高。

② 貨幣を含むすべての具体的財産の価値

を抽象的貨幣単位で表現 した もの。

そ して,第 一 の資本 概念 は具 体 的 資本

(Realkapital)概 念,第 二のそれは抽象的資

本(abstraktesKapita1)概 念 とそれぞれ名付

けられている7)。彼のい う具体的資本概 念 と

は一般にいう実体資本概念(物 的資本概念),

同 じく抽象的資本概念 とはいわゆる貨幣資本

概念にそれぞれ相当すると解 して差支 えなか

ろう。 これ ら二種類の資本概念の うちいずれ

が選択 されるかによって,利 益概念 も二通 り

に分かれることになる。

シュ ミッ ト説においては,具 体的資本概念

すなわち実体資本概念が支持 され,抽 象的資

本概念すなわち貨幣資本概念は排斥されてい

る。シュ ミットは述べる。彼の時価計算論は,

「国民および企業の財産がまず第一に貨幣で

はなくて物財であるという基本的見解から出

発 している。それ故,そ れは,す べての財産

が貨幣であるとみなす ところから経済計算に

発生す る弊害 をも除去 しようと試みるもので

ある。……時価計算の最高原則は,経 営をそ

の現実 的状 態 において維持す るこ とで あ

る8)」と。

この ように,シ ュミットは,企 業財産(企

業資本)の 本質 に関する物的な見方,す なわ

ち,実 体資本概念を前提 にして自らの計算理

論 を展開しようとしているのである。そこに

おいて,企 業利益は,維 持すべ き実体資本を

維持 して残れるもの として規定されることに

なる。 シュ ミッ ト説が実体資本維持説 といわ

れる所以である。

ただし,本 稿 においてシュミット説を実体

資本維持説 とい う場合のその実体資本維持 と

は,基 準時点に存在 していた実体資本の絶対

量の維持,す なわち,絶 対的実体資本維持 を

意味 しているということをここで付言 してお

かなければならない。 というのは,ジ ュ ミッ

トにおいては,し ば しば,企 業の相対的価値

維持(relativeWerterhaltungderUnterneh-

mung)と いう考 え方が強調されているか ら

である。それは,維 持すべ き実体資本量を全

体経済の一般的生産性の変動 との相対的関係

において定 めるとい う考 え方 にほかならな

い9)。しか し,す でに多 くの論者によって指摘

されている1°)ように,それは,利益計算にかか

わる資本維持概念であるとは認め難い。従っ

て,本 稿では,シ ュ ミッ トのそのような相対

的維持思考 については考察の対象から除外 し,

シュ ミット説をあ くまで も絶対的実体資本維

持説 として考察 しているのである。

ともか く,以 上 により,シ ュ ミッ トが実体

資本概念 を前提 とし,実 体資本維持 という計

算目的を掲げていることを明らかに しえたと

思 う。彼は,そ のような計算 目的を達成す る

ために,販 売 日再調達価格に基づ く費用測定

を唱えるのである。

さて,次 に,「国民経済的業績尺度利益の計

算」 とい うもう一つの計算目的について説明

する。

シュ ミットの利益計算においては,収 益 と

費用は,そ れぞれ同一時点の販売市場価格 と

購入市場価格によって測定されるので,利 益

は販売市場 と購入市場 とい う二つの市場間の

価格差(Wertspanne)を 意味することにな

る。 ところで,シ ュミットによれば,こ の二

つの市場価格には,当 該財産 に対するそれぞ

れの市場 における消費者の需要の程度が反映

されているとみなしうる。従 って,そ のよう

な二つの市場価格の差額 を計算することによ

って,企 業が当該財産を財の変形や移転 とい

う取引活動(Umsatzt舩igkeit)を 通 じて購入

市場から販売市場へ引 き渡す過程 において,

その財産 に対す る消費者の需要度がどれだけ
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変化 したかを,販 売時点に即 して識ることが

できる。 シュ ミットは,そ れによって,消 費

者の需要 を充足す るという企業の国民経済的

任務の遂行度を判断しようとするのである。

原価主義会計ではそれは不可能である。す

なわち,製 造業 を例 に考えてみるならば,歴

史的原価 に基づいて計算 した製品原価が販売

価格によりも低 く,従 って原価主義会計上利

益が算出され る場合 であって も,も し販売 日

の購入市場価格 に基づいて計算 した 「原価が

販売価格 よりも高いのであれば,そ の生産は

国民経済的にみて も損失であろう。何故なら

ば,そ れは,そ の原形のままにしてお くか,

或いは他の製品に加工 した方が消費者の側か

らよ り高い評価 を受け,従 ってより高い程度

に需要を充たす ところの原価構成要素がこの

ような製品(よ り低い程度にしか需要を充た

しえない製品11)一 壹岐)に 投入されて しま

ったことを意味するからである12)。」従 って,

シュ ミットによれば,販 売市場価格 によって

測定され る収益 と対比すべ き費用は,過 去の

取得原価 とは無関係 に,販 売 日現在の購入市

場価格すなわち販売 日再調達価格 に基づいて

測定され なければな らないのである。

シュ ミッ トが想定する二つの成果計算目的

は,概 ね以上のとおりである。ただし,こ こで,

販売 日再調達価格 という一つの費用測定基準

の もとに,そ のような二つの計算 目的を両立

的に達成 しうるのか どうか,問 題は残る。国

民経済的業績尺度利益の計算 という目的に関

してもなお吟味を要す る点はあるが,特 に問

題 となるのは,実 体資本の維持 とい う目的の

方である。すなわち,販 売 日再調達価格 を費

用測定基準 として採択 した場合の実体資本維

持の可能性の問題である。本稿は,そ の問題

と関係している。

(3)財 産計算 目的

次 に,財 産計算の目的について確認 しよう。

販売 日になされる財産計算は,既 述のように

観点を換えれば費用計算 を意味するので,そ

れについては(2)ですでに説明済みである。従

って,こ こでは,期 末になされる財産計算の

目的について述べることにする。

期末の財産計算は,期 末時点に存在す る財

産の価値 を同時点の再調達価格に基づ いて計

算するものである13)。そのように して計算さ

れた個々の財産価値の合計は,「貸借対照表作

成時点で企業をその現在 の形態で建設するた

めにはどれだけの資本額が必要か14)」,すなわ

ち,企 業の再生産価値(Reproduktionswert)

がいかほどかを示す。期末の財産計算が究極

的に求める数値は,こ の企業の再生産価値に

ほかならない。そして,企 業の再生産価値は,

シ ュ ミッ ト説 に お い て,企 業 の 収 益 性

(Rentabilit舩)の 判断指標たる総資本利益

率算定上の分母数値 として意義づけられてい

る。次のようなシュミットの叙述から,そ の

ような解釈が導かれ るのである。

「このような再生産価値貸借対照表は,当

該企業の経済状態を識 りうるための最大の意

義を有 している。なぜ ならば,そ の貸借対照

表上の合計額 は,企 業の収益性測定の基準に

なりうる唯一の金額だか らである15)。」
「財産計算は

,収 益性の問題 に関 して一方

の側の尺度を提供する16)。」

これらの叙述 より,シ ュ ミッ トが収益性の

判断指標 として総資本利益率 を想定 し,そ し

て,そ のような総資本利益率算定上の分母数

値の計算を以て期末の財産計算の目的 と考 え

ていることが読み とれ るのである17)。

(4)財 産 価値変 動勘定

以上 が シュ ミッ ト会計計 算の体系 お よび 目

的 につい ての概 略で あるが,そ の計 算過程 に

お いて現 われ るのが,こ れか ら検討 す る財産

価値変 動勘定18)(Verm�enswert舅derungs-

konto,Kontof�Verm�enswert�,nderung)

で あ る。

財産価値 変動勘定 は,販 売 日並 びに期 末の
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財産計算における財産の評価替えに伴い,次

のような金額 として計上 される。

① 期 中に販売された財産の販売 日再調達

価格 とその財産の取得原価 または前期繰

越価額(前 期末再調達価格)と の差額

② 期末に存在する財産の期末再調達価格

とその財産の取得原価 または前期繰越価

額(前 期末再調達価格)と の差額

再調達価格が上昇 している場合には,財 産

の評価引上げに伴い財産価値変動勘定は貸方

に設定され,反 対に,再 調達価格が下落 して

いる場合には,財 産の評価切下げに伴 い財産

価値変動勘定は借方に設定される。そ して,

シュ ミッ ト説において,こ の財産価値変動勘

定は,損 益計算書上の勘定 としてではな く,

貸借対照表上の払込資本の修正 を意味する勘

定 資本修正勘定 として説明されてい

る。すなわち,財 産価値変動勘定の累積残高

が貸方に計上されていれば,そ れは払込資本

に対する付加項 目を意味 し,反 対 に,借 方 に

計上されていれば,そ れは払込資本に対する

控除項 目を意味す るのである19)。既述の よう

に,シ ュ ミットは実体資本概念を前提にして

いるので,従 って,財 産価値変動勘定は実体

資本概念のもとでの資本修正勘定 として性格

規定され るはずである。この財産価値変動勘

定がはたしてそのように性格規定 しうるもの

であるのか,以 下,具 体的に検討 してい くこ

とにする。

(注)

1)本 稿 に お け る 主 た る 使 用 文 献 は,Fritz

Schmidt,DieorganischeTageswertbilanz,第3

版,Leipzig,1929年,再 刷,Wiesbaden,1951年

(山 下 勝 治 訳,シ ュ ミッ ト有 機 観 対 照表 学 説,同

文舘,昭 和9年)で あ る。 なお,以 下 本 書 を 引用 ・

注 記 す る場 合 には,1951年 版 に よ る。

2)シ ュ ミ ッ トの計 算体 系 で は,費 用 計 算 は販 売 日

の 財 産計 算 に よ ろて 規制 され るか た ち にな っ て い

る。 す な わ ち,財 産 が販 売 され る直前 も し くは瞬

間 にお い て そ の時 点 の再 調 達 価格 に 基づ い て ま ず

その財産額が計算され,し かるのちその財産額が

費用に転化するという思考段階が踏まれているの

である。従って,そ こでは,費 用の金額は,費 用

として社外に流出していく財自体に関する価格に

よって規制されることになる。このような費用測

定の論理は,実際再調達価格に基づ く費用測定(実

体資本維持のための本来の費用測定)の 場合のそ

れと明確に区別されねばならない。実際再調達価

格に基づいて費用を測定する場合には,費 用の測

定は,費 用として社外に流出していく財に関する

価格ではなく,そ の財の取替えのために社内に流

入 してきた財に関する価格(す なわち実際再調達

価格)に よって規制される。この場合の費用測定

の論理 は,固 定資産会計における取替法(Re-

placementMethod)の 論理と軌を一つにするも

のである。それに対して,シ ュミット説における

販売 日再調達価格基準の費用測定は,そ のような

取替法的論理に従っているとはいえない。そこで

は,費 用は,あ くまでも費用として社外に流出し

ていく(廃棄されていく)財 自体に関する価格(た

だし現在価格)に よって決定されているからであ

る。従って,そ れは,い わば廃棄法(Retirement

Method)的 論理に従 う費用測定であると考xら

れるのであり,実 際再調達価格に基づ く費用測定

(取替法的論理に従う費用測定)と は明確に区別

されるべきであると思われるのである。この点に関す

る詳細は,次 の拙稿を参照されたい。登岐芳弘,

費用測定における取替法的論理と廃棄法的論理一

一ゲル トマッハー説 とシュミット説の相違一
,

文教大学情報学部紀要 ・情報研究,第6号,1985

年。

3)財 産 の販売の際の取引価格(販 売価格)は,通

常,そ の時点の価格水準を反映しているので,シ

ュミット説において,そ れがそのまま売上収益の

測定値 として使用される。ただし,信 用販売の場

合には,当 該販売価格の中に販売時から代金回収

時までの期間にかかわる利子要素が含まれている

ことが考えられるので,そ の場合には,シ ュミッ

トはその利子要素を控除した金額を以て売上収益

の測定値とすべ しとしている。F.Schmidt,前 掲

書,243頁 。山下,・前掲訳書,457頁 。

4)F.Schmidt,前 掲書,55-56頁 。 山下,前 掲訳

書,105頁 。

5),6),7)F.Schmidt,前 掲書,56頁 。 山下,
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前 掲 訳書,105-106頁 。

8)F.Schmidt,前 掲 書,76-77頁 。 山下,前 掲 訳

書,142頁 。

9)F.Schmidt,前 掲 書,146頁 。 山下,前 掲 訳 書,

277-278頁 。

10)例 えば,以 下 の文 献 を参 照 され たい。EmstWalb,

DieErfolgsrechnungprivaterund�fentlicher

Betriebe,Berlin/Wien,1926年,338頁(戸 田博

之訳,E.ワ ル プ損 益 計 算論(下 巻),千 倉 書房,

昭和59年,151頁)。HansR.Jordi,Inflation

Accounting,SchriftenreihedesBetriebswirt-

schaftlichenInstitutsanderUniversit舩Basel,

第6巻,Bem/Stuttgart,1980年,73頁 。 岩 田

巌,利 潤 計 算 原理,同 文 舘,昭 和31年,334-335

頁。 森 田 哲 彌,期 間利 益 の分 配 可 能 性 と尺 度性 一

一 実 体 資 本 維持 説 の利 益概 念 を 中心 に して一
,

一橋 大 学 研 究 年 報 ・商 学 研 究4
,昭 和35年,243

頁。 森 田,基 本文 献 解 題 「FritzSchmidt,Die

organischeTageswertbilanz,1929」,一 橋 論 叢,

第45巻 第1号,昭 和36年1月 号,41頁 。 森 田,価

格変 動 会 計 論,国 元 書 房,昭 和54年,38頁 。 中 野

勲,会 計 利 益 測定 論,中 央経 済 社,昭 和46年,87

頁。

11)森 田,期 間 利益 の分 配 可能 性 と尺度 性,246頁 参

照。

12)F.Schmidt,前 掲 書,57頁 。 山 下,前 掲 訳 書,

107-108頁 。

13)も ち ろ ん,貨 幣 資産 はそ の名 目額 の ま まで 計 上

され るの で,再 調 達 価 格 計算 が適 用 され るの は,

非貨 幣 資 産 で あ る。

14)ESchmidt,前 掲 書,74頁 。 山 下,前 掲 訳 書,

137頁 。

15)ESchmidt,前 掲書,72頁 。 山 下,前 掲 訳 書,

134頁 。F.Schmidt,TheImportanceofReplace-

mentValue,AccountingReview,第5巻 第3号,

1930年9月,239頁 。

16)ESchmidt,前 掲 書,135頁 。 山 下,前 掲 訳 書,

254頁 。

17)こ の点 に関 して は,次 の文 献 も参 照 さ れ たい 。

森 田,前 掲 論 文,249-250頁 。 森 田,基 本 文 献 解

題 「FritzSchmidt,Dieorganische

Tageswertbilanz,1929」,35-36頁 。森 田,前 掲

書,6頁 。

18)財 産 価 値 変 動勘 定 とい う名 称 とは別 に,価 値 修

正 勘 定(Wertberichtigungskonto)と い う名 称 も

用 い られ て い る。

19)ESchmidt,前 掲 書,98頁 お よ び103頁 。 山 下,

前 掲 訳書,185頁 お よ び192-193頁 。

皿 棚卸資産の取扱いと財産価値変動

勘定

まず,下 記のような単純 な設例に基づ いて,

シュ ミッ トの棚卸資産の取扱いを具体的に示

すことか ら始めよう。

麺

(a)期 首貸借対照表

(b)期 中取引(す べて現金取引)

① 商品30単 位を単価130で 販売

② 〃30単 位 を 〃120で 購入

③ 〃50単 位 を 〃150で 販売

④ 〃50単 位 を 〃130で 購入

⑤ 〃40単 位 を 〃160で 販売

⑥ 〃40単 位 を 〃140で 購入

⑦ 〃50単 位 を 〃170で 販売

⑧ 〃50単 位 を 〃150で 購入

(c)商 品1単 位当 りの再調達価格

期 首100

①の取引時110

Q3n............120

⑤ 〃135

⑦ 〃145

期 末160

(d)販 売の都度,売 上高 と売上原価 を対照

記録する手続 をとる。

(e)財 産価値変動勘定への記入額を算定す
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るために再調達価格 と比較されるべ き取 ⑦

得原価は,先 入先出法によって計算す る。

以上の条件に基づいて,仕 訳 と勘定記入 を

示せば次の とお りである20)。

鬮

7,250

21,950

L
21,950

① ㈲ 現 金3,900㈲ 売 上3,900

㈹ 売 上 原価3,300圓 商 品3,000

財産価値変動勘定300

② ㈹ 商 品3,600圓 現 金3,600

③ ㈹ 現 金7,500圓 売 上7,500

㈹ 売 上 原価6,000圓 商 品5,000

財産価値変動勘定1,000

④ ㈹ 商 品6,500㈹ 現 金6,500

⑤ ㈹ 現 金6,400㈲ 売 上6,400

㈱ 売上 原 価5,400圓 商 品4,400

財産価値変動勘定1,000

⑥ ㈲ 商 品5,600圓 現 金5,600

⑦ ㈲ 現 金8,500圓 売 上8,500

㈹ 売上 原 価7,250㈹ 商 品6,400

財産価値変動勘定850

⑧(借)商 品7,500(貸)現 金7,500

圃

⑨(借)商 品1,600圓 財産価値変 動勘定1,600

現 金

0 3,900 0 3,600

0 7,500 ④ 6,500

0 6,400 ⑥ 5,600

0 8,500 ⑧ 7,500

∠ 一次期繰越 3,100

26,300 26,300

売 上

損益 26,300

26,300

O

OO

⑤

OO

3,900

7,500

6,400

8,500

26,300

資本金

次期繰越 10,000前 期 繰 越 10,000

1勘 定記入1

商 品

前期繰越 10,000 03,000

O 3,600 05,000

④ 6,500 04,400

⑥ 5,600 06,500

⑧ 7,500 次期 繰 越16,000

0 1,600 乙
34,800 34,800

売上原価

①

③

⑤

3,300

6,000

5,400

損 益21,950

/

財産価値変動勘定

次期繰越4,750 0 300

O 1,000

0 1,000

0 850

0 1,600一
4,75U
O

4,750一

以上の数値をもとに,期 末貸借対照表 と損

益計算書 を図示すれば以下のようになる。

期末貸借対照表・損益計算書

B/SQ2 (期末)

商 品16;000

(100単 位)

資 本 金10,000

財産価値変動勘定4,750

利 益4,350現 金3,100
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P/LOO

売上原価21,950 売 上 高26,300

利 益4,350

B/s (期末)

B/S② において,財 産価値変動勘定4,750

は,期 中に販売された商品に関す る販売 日再

調 達 価 格 と取 得 原 価 の 差 額3,150(=

(3,300-3,000)十(6,000-5,000)十

(5,400-4,400)+(7,250-6,400))と 期末

に存在する商品に関する期末再調達価格 と取

得原価 との差額1,600(=16,000-14,400)の

合成金額 として計上されている。シュ ミッ ト

説において,そ れが利益計算上の要素 として

ではな く,実 体資本概念のもとでの資本修正

勘定 として性格規定 されていることはすでに

述べた。さて,そ のような性格規定は,は た

して実際に成 り立つのであろうか。

B/S② において,計 上利益4,350の 全額分

配を仮定す るならば,期 首に存在 していた商

品100単 位分の維持が保証 されないことは明

白でる。従って,B/S② において,財 産価値

変動勘定4,750は 実体資本概念の もとでの資

本修正勘定 としては機能 していないことにな

る。その原因が販売 日か ら実際再調達 日まで

の時間経過 に伴 う再調達価格の上昇にあるこ

とはいうまでもない。すなわち,期 中販売商

品170単 位 の実際再調達価格合 計23,200と 同

商品の各販売時点 における再調達価格合計

21,950と の差額分1,250だ け売上原価並びに

財産価値変動勘定への計上額が不足している

のである。売上原価 と財産価値変動勘定にそ

の1,250を 追加計上すれば21),期末貸借対照表

と損益計算書は次のようになる。

商 品16,000

(100単 位)

資 本 金10,000

財産価値変動勘定6,000

現 金3,100 利 益3,100

P/LO2

売上原価23,200 売 上 高26,300

利 益3,100て

このようにすれば,維持すべ き商品100単 位

分 の 期 末 評 価 額16,000と 貸 方 の 資 本 額

16,000(資 本金10,000と 財産価値変動 勘定

6,000の 合計額)と が一致 し,利益3,100を 全額

分配したとしても,商品100単 位は維持されるこ

とになる。つまり,設例1の 場合には,財 産価値

変動勘定は4,750で はな く6,000と 計上されな

ければ,資 本修正勘定 として性格規定 しえな

いのである。

このような問題に対 して,シ ュミットは,

販売時点から実際再調達時点までの時間的ず

れ をな くすこと,つ まり,販 売 日に直ちに再

調達 を行なうことによって,解 決 をはかろう

とする。すなわち,彼 は次のように主張する

のである。「直ちに補嗔 しうる費用部分に関す

る取引過程の継続は,原 則 として製品販売の

瞬間においてそれを補嗔すること,す なわち,

いい換えれば,そ の製品が流出する時と同一

の価格水準の もとで補嗔 を行 なうことによっ

て保証 される22)」と。従って,シ ュ ミッ ト説で

は,設 例1の ように販売日再調達価格 と実際

再調達価格が異なるとい うケースはそもそも

予定されていないのである。シュ ミットの予
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定する再調達措置(投 資政策)に 従えば,設

例1の 再調達取引②,④,⑥,⑧ の価格は,

それぞれ,110,120,135,145と ならなけれ

ばならないはずである。そして,そ のような

価格による再調達が実現 された場合には,期

末貸借対照表は下記のようになる23)。このB/

S④ においては,維 持すべ き商品100単 位分の

期末評価額 と貸方の資本額 とが一致 し,利 益

4,350を 全額分配 した としても商品100単 位は

維持 される。

B/S (期末)

商 品16,000

(100単 位)

資 本 金10,000

財産価値変動勘定6,000

現 金4,350 利 益4,350

以上のように,シ ュ ミッ ト説においては,

販売 した棚卸資産 を販売 日に直ちに再調達す

るという投資政策が前提 とされているために,

彼の利益計算構造の枠内において も実体資本

維持は可能 なのである。従って,財 産価値変

動勘定 を実体資本概念のもとでの資本修正勘

定 として性格づ けることも,一 応可能だ とい

いうることになる。

(注)

20)こ こでは,売 上原価の記帳の際に財産価値変動

勘定を設定する処理を示しているが,シ ュミット

の本来の考え方では,商 品の販売の直前ないし瞬

間においてまず商品の財産計算を行ない,し かる

のち,そ の財産額を売上原価に振替えるという処

理をとるべきであるので,財 産価値変動勘定も本

来は売上原価の記帳に先行して設定されるべきで

ある。従って,例 えば,① の後半の仕訳において

は,次 のように処理するのが本来的である。

(借)商 品300(貸)財 産価値変動勘定300

(借)売上原価3,300(貸)商 品3,300

本稿では,こ のようなことを踏まxた 上で,手

続の簡略化のために,こ の二つの仕訳を合併 して

処理しているのである。

21)売 上原 価1,250を 追 加 計 上 す る とい うこ とは,結

局,売 上 原 価 を実 際 再 調達 価 格 に よ って 測定 す る

こ とを意 味 す るが,そ の よ うな計算 は,費 用 計算 ・

に先 立 って 財産 計 算 を行 な うとい うシ ュ ミッ トの

計算 体 系 か らすれ ば,そ もそ もあ りえ ない計 算 で

あ る。 それ は,彼 に いわ しむ るな らば,販 売 さ れ

企 業 内 に存在 しな くなっ た もの につ いて な お財 産

計 算 を行 な お う とす るこ とを意 味す るか らで あ る。

F.Schmidt,DieorganisheTageswertbilanz,

73頁(山 下,シ ュ ミ ッ ト有 機 観 対 照 表 学 説,136

頁),お よび,F.Schmidt,TheImportanceof

ReplacementValue,AccountingReview,第5

巻 第3号,1930年9月,240頁,参 照 。

22)ESchmidt,前 掲 書,141頁 。 山下,前 掲 訳書,

269頁 。

23)商 品 勘 定,現 金勘 定,財 産価 値 変 動勘 定 の 記 入

を参 考 まで に示 す 。 な お,他 の勘 定 並 び に損 益 計

算 書 は 前掲 の もの と同一 で あ る。

商 品

前期繰越 10,000 O 3,000

0 3,300 0 5,000

④ 6,000 0 4,200

⑥ 5,400 0 5,900

⑧

⑨

7,250

2,150

次塑
34,100 34,100

現 金

03,900

Q7,500

⑤6,400

°8,5° °

26,300

0

④

⑥

⑧

次期繰越

3,300

6,000

5,400

7,250

4,350

26,300

財産価値変動勘定

次期繰越6,000 0300

Oi,000

Oi,200

01,350

02,150

6,000 6,000一 一
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】V固 定資産の取扱いと財産価値変動

勘定

さて,次 に,シ ュミットの固定資産の取扱

いを具体的に示 し,同 様に財産価値変動勘定

の性格について検討 してみよう。固定資産の

場合には,棚 卸資産の場合 よりも議論 は複雑

である。

シュ ミッ ト説において,固 定資産費用は期

中平均再調達価格 に基づいて測定され る。製

品原価 を構成す る固定資産費用は,本 来は,

製品が販売 されるごとに,そ の製品に含 まれ

ている固定資産消耗部分の再調達価格相当額

(販売 日の再調達価格 を基準 として計算 した

減価償却費)を 直接測定することによ り求め

るべ きである。 しかし,そ のような手続 を実

践することはきわめて煩雑であ り,ま た困難

でもある。 そこで,そ の代替法 として,シ ュ

ミッ トは,固 定資産の期中平均再調達価格 を

基準 とする減価償却 によって固定資産費用

(減価償却費)を 計算 しようとするのである24)。

さて,期 中平均再調達価格 に基づ く減価償

却計算では,通 常,固 定資産の実体維持が保

証されない ことはいうまでもない。固定資産

の場合,費 用認識時点と再調達時点(取 替時

点)と は時間的に大 きく隔たっているのが通

常であり,そ の期間内に生ずるであろう価格

変動の影響 によって,減 価償却費の計上 を通

じて留保 した資金 を以てしては,固 定資産 の

過不足なき取替 え(実 体維持)は まず期待 し

えないからである。

しかし,そ れは,あ くまで も固定資産を1

単位ずつ個別的に考察 した上での議論であ り,

同種の固定資産が数多 く存在 し,し か もその

取替 えが連続的に行なわれているような場合

に,そ の固定資産一団を全体的に考察するな

らば,多 少議論は変わって くる。そのような

場合には,固 定資産消耗部分の即座の補嗔が

或いは可能 であ り,期 中平均再調達価格を基

準 とする減価償却 を行なう場合でも,固 定資

産の実体維持は必ず しも不可能ではないので

ある。シュ ミッ トは,の ちに紹介するように,

耐用年数10年 の機械10台 が毎年1台 ずつ取 り

替 えられるとい う状況 を想定 して固定資産の

実体維持の可能性について考察 している25)。

他方,そ のような固定資産消耗部分 の即座

の補嗔が不可能 な場合には,い かにすれば固

定資産の実体維持は可能か。減価償却 を通 じ

て留保された資金は,現 金の ままで企業内に

拘束されるのではな く,直 ちに新たな資本循

環過程に投入され,新 たな財の形で運用 され

るはずである。そこで,シ ュ ミットは,減 価

償却を通 じて留保された資金 を同種の固定資

産の再調達のために即座 に運用することがで

きない場合 には,そ れを当該固定資産 と同様

の価格推移 を辿ると予測される財 に投資する

ことを主張する26)。そのような財に資金 を投

下 し,そ の財のその後の価格変動を通 して当

該固定資産の取替資金を確保 しようとするの

である。そして,シ ュミットは,そ のような

投資政策の遂行 を企業家の職能ないし任務 と

極め付 けるのであ る27)。

以下,シ ュ ミットが期中平均再調達価格 に

基づ く減価償却 を行ないなが ら,固 定資産の

実体維持問題 をいかに解決 しようとしている

のかを,二 つの場合に分 けて具体的に検討す

る。

(1)固 定資産消耗部分の

即座の補填が可能な場合

次に掲げる設例2は,シ ュ ミット自身が示

している設例(注25)参 照)に 若干の条件 を追

加 したものである。

國
(a)機 械10台 から成 る固定資産集団
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①
機械・台当りの騰 噸

② 各機械 の年齢構成 は,残 存耐用年数

が1年 の もの,2年 の もの,3年 の も

の,4年 の もの,5年 の もの,6年 の

もの,7年 の もの,8年 の もの,9年

の もの,10年 の もの,そ れ ぞれ1台 ず

つ であ り,毎 期 末(会 計期 間は1年)

に1台 ずつ取 り替 え られ る。

(b)機 械1台 当 りの再調達価 格

第1期 末 ……2,000第6期 末 ……5,000

第2〃 ……3,000第7〃 ……4,000

第3〃 ……4,000第8〃 ……3,000

第4〃 ……5,000第9〃 ……2,000

第5〃 ……6,000第10〃 … …1,000

第11〃 … …500

(c)定 額 法 による減価 償却 を行 な う。

(d)機 械 の賃貸 に よって,毎 期 央 に10,000

ず つ 現金収入 があ る。

(e)第1期 首貸借対照表

B/S⑤ (第1期 首)

機 械 10,000

減価償却 引 当金28)4,500*

資 本 金 5,500

1十2十3十4十5十6十7十8十9十10

10

*=5.5(平 均残 存耐用年数)

10-5.5=4.5(平 均経過年数)

・・,・…4.510・,…(瀟 償螺 計額)

以上の ような条件に基づいて,シ ュ ミット

は下記のような表を示 している29)。ただ し,そ

こでは,何 故か減価償却の基礎価格は期 中平

均再調達価格ではなく期末再調達価格になっ

ている3°)。期中平均再調達価格 に基づ く減価

償却 をめ ぐる処理 とその場合の固定資産の実

体維持問題 についてはのちに検討することに

して,ま ずは,こ の 〔表1〕 の数値 に基づい

〔表1〕

再 機
生に械
産よ勘
価る定
値31)

財産価値変動勘定

もしくは

価値修正勘定

資
本
金
勘
定

減 価 償 却 引 当 金 損

益

勘

定

取
崩
額

第1期 ・その後 当期減

首の残 の価値 価償却

高'増 減額'額

借 方 借 方 貸 方 貸 方 借 方 貸 方 借 方

第1期 首 10,000 一 冖 5,500 冖 4,500 一

第1期 末 20,000 4,500 10,000 5,500 2,000 4;500+4,500+2,000 2,000

第2期 末 30,000 9,000 20,000 5,500 3,000 4,500+9,000+3,000 3,000

第3期 末 40,000 13,500 30,000 5,500 4,000 4,500+13,500十4,000 4,000

第4期 末 50,000 18,000 40,000 5,500 5,000 4,500+18,000+5,000 5,000

第5期 末 60,000 22,500 50,000 5,500 6,000 4,500+22,500+6,000 6,000

第6期 末 50,000 18,000 40,000 5,500 5,000 4,500+18,000+5,000 5,000

第7期 末 40,000 13,500 30,000 5,500 4,000 4,500+13,500+4,000 4,000

第8期 末 30,000 9,000 20,000 5,500 3,000 4,500+9,000+3,000 3,000

第9期 末 20,000 4,500 10,000 5,500 2,000 4,500+4,500+2,000 2,000

第10期 末 10,000 一 一 5,500 1,000 4,500-+1,000 1,000

第11期 末 5,000 5,000 2,250 5,500 500 4,500-2,250+500 500

a b C d e f g h
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て考察することにする。

表1の 数値並びに設例2の 条件に基づいて,

第1期 から第3期 までの仕訳と勘定記入 を示

し,第3期 末の貸借対照表 と第1期 か ら第3

期 までを一つの期間 とする損益計算書 を作成

してみよう。

1第1期 の仕訳1

①㈹現 金10,000㈹ 受取賃貸料10,000

機械の賃貸料の受取り

②㈱機 械10,000㈲ 財産価値変動勘定10,000

機械勘定の評価替え

③㈹財産価値変動勘定4,500㈹ 減価償却引当金4,500

減価償却引当金勘定の評価替え32)

④㈱減価償却費2,000㈹ 減価償却引当金2,000

瀰 齣 費の計上(2,…=2・,… ×110)

⑤㈹減価償却引当金2,000圓 機 械2,000

機械1台 の除却

⑥㈹機 械2,000㈹ 現 金2,000

機械1台 の取替え

1第2期 の仕訳1

⑦㈲現 金10,000(旬 受取賃貸料10,000

⑧㈱機 械10,000(旬 財産価値変動勘定10,000

⑨㈱財産価値変動勘定4,500㈲ 減価償却引当金4,500

⑩㈹減価償却費3,000㈲ 減価償却引当金3,000

⑪㈹減価償却引当金3,000(旬 機 械3,000

⑫㈹機 械3,000(旬 現 金3,000

i第3期 の仕訳1

⑬㈹現 金10,000圓 受取賃貸料10,000

,⑭㈲機 械10,000(旬 財産価値変動勘定10,000

⑮㈲財産価値変動勘定4,500㈲ 減価償却引当金4,500

⑯㈹減価償却費4,000㈹ 減価償却引当金4,000

⑰㈲減価償却引当金4,000㈲ 機 械4,000

⑱㈹機 械4,000(旬 現 金4,000

Q 10,000 次期繰越 40,000

⑫ 3,000

⑭ 10,000

⑱ 4,000

49,000 49,000

減価償却引当金

0 2,000 前期繰越 4,500

11 3,000 0 4,500

⑰ 4,000 ④ 2,000

次期繰越 18,000 0 4,500

10 3,000

⑮ 4,500

⑯ 4,000

27,000 27,000

現 金

Oio,000

0io,000

°l°,° °°

30,000

⑥

⑫
18

次期繰越

2,000

3,000

4,000

21,000

30,000

1勘 定記入1

資本金

次期繰越5,500 前期繰越5,500

機 械

前期繰越

0

⑥

10,000

10,000

2,000

0

11

⑰

2,000

3,000

4,000

減価償却費

④

⑩

⑯

2,000

3,000

4,000

損/1,° °°

9,000一
一
9,000一

財産価値変動勘定

0

0

⑮

次期繰越

4,500

4,500

4,500

16,500

OOio,000

●lo,000

°1°,° °°

30,00030,000
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受取賃貸料

損 益30,000

乙
30,000

0

0

0

10,000

10,000

10,000

30,000

1期末貸借対照表 ・損益計算書1

B/S (第3期 末)

機 械40,000

減価償却18
,000引 当 金

資 本 金5,500

財産価 値変動勘定16,500

現 金21,000 利 益21,000

P/L③(第1期 ～第3期)

減価償却費9・000

受取賃貸料30,000

利 益21,000

をめ ぐる処理 とその場合における固定資産 の

実体維持 についての議論であったが,次 に,

シュ ミッ トが本来考えている期 中平均再調達

価格に基づ く減価償却をめ ぐる処理を想定 し

て,そ の場合における固定資産の実体維持問

題について考察 してみたい。その際,設 例2

における条件(a)の② と(e)を次のように変更す

る。その他 の条件は,設 例2の 場合 と同一 と

する。

i

(a)の② ノ

各機 械 の年 齢構成 は,残 存耐 用年数 が

0.5年 の もの,1.5年 の もの,2.5年 の も

の,3.5年 の もの,4.5年 の もの,5.5年 の

もの,6.5年 の もの,7.5年 の もの,8.5年

の もの,9.5年 の もの,そ れ ぞれ1台 ず つ

であ り,毎 期 央 に1台 ずつ取 り替 え られ

る。

(e)ノ 第1期 首貸借対照表

B/SOO (第1期 首)

機 械10,000

減価償却
引 当 金

5,500*

資 本 金 4,500

さて,B/S⑥ に基づいて固定資産の実体 維

持の問題 について考察 しよう。B/S⑥ よ り明

らかなように,第1期 首に存在 していた維持

すべ き機械5.5台 分(新 品に換算 して)の 期末

評価額22,000(=40,000-18,000)は 貸方の

資本額22,000(資 本金5,500と 財産価値変動勘

定16,500の 合計額)と 一致 しているので,利

益21,000を 全額分配 した としても,第1期 首

に存在 していた機械5.5台 分 の維持が達成 さ

れ る。従 って,こ こでは,財 産価値変動勘定

は実体資本概念のもとでの資本修正勘定 とし

て性格づ けうることになる。

以上 は,期 末再調達価格に基づ く減価償却

*

0.5十1.5十2.5十3.5十4.5十5.5十6.5十7.5十8.5十9.5

10

=4 .5(平 均残 存耐用年数)

10-4.5=5.5(平 均経 過年数)

・・,・…5.510-・,…(瀟 償螺 計額)

以上のような新たな条件に従 って,同 様 に,

第1期 か ら第3期 までの仕訳 と勘定記入を示

し,第3期 末の貸借対照表 と第1期 か ら第3

期 までを一つの期間とする損益計算書 を作成

してみよう。ただし,そ の際,手 続の便宜上,

各会計期間を期央時点で前半 ・後半の二つに

区分 し,期 央 と期末 とにおいてそれぞれ機械

勘定並びに減価償却引当金勘定の評価替えと
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減価償却費の計上を行な うことにする。また,

各期央時点の時価(再 調達価格)は,各 期首 ・

期末の平均 時価 に等 しいもの とする。そして,

前半期の減価償却費は期首 と期央の平均時価

に基づいて計算 し,後 半期の減価償却費は期

央と期末の平均時価 に基づいて計算す る。そ

のようにして計算 された減価償却費の合計額

は,結 局,期 首 ・期末の平均時価 に基づいて

計算 した減価償却費の金額 と一致する。

1第1期 央 の仕訳1

①㈱現 金10,000㈹ 受取賃貸料10,000

機械の賃貸料の受取り

②㈱機 械5,000(旬 財産価値変動勘定5,000

機械勘定の評価替え

③㈹財産価値変動勘定2,750㈲ 減価償却引当金2,750

減価償却引当金勘定の評価替え

2,750=5,000x10

④㈹減価償却費625圓 減価償却引当金625

減価齣 費の計上(625一學 磁

⑤㈹減価償却引当金1,500㈹ 機 械

機械1台 の除却

⑥(㈲機 械1,500(旬 現 金

機械1台 の取替え

1期 末の仕訳

1,500

1,500

⑦㈱機 械5,000㈹ 財産価値変動勘定5 ,000

機械勘定の評価替え

⑧㈲財産価値変動勘定2,750(旬 減価償却引当金2,750

減価償却引当金勘定の評価替え

2,750=5,000xiO

⑨㈲減価償却費875㈲ 減価償却引当金875

減価償却費の計上(875=15,° °°+2°,°°°2×120)

1第2期 央の仕訳i

⑩㈲現 金10,000圓 受取賃貸料10,000

⑪㈹機 械5,000(旬 財産価値変動勘定5,000

⑫㈹財産価値変動勘定2,750(旬 減価償却引当金2,750

⑬㈱減価償却費1,125㈲ 減価償却引当金1,125

1,125=2°,°°°+25,°°°x1220

⑭㈱減価償却引当金2,500圓 機 械2,500

⑮㈱機 械2,500㈲ 現 金2,500

1第2期 末 の仕 訳1

⑯㈹ 機 械5,000㈲ 財産価値変動勘定5,000

⑰ ㈹ 財産価値変動勘定2,750(旬 減価 償 却 引 当金2,750

⑱(匍 減 価 償 却 費1,375(旬 減 価 償 却 引 当金1,375

1,375=25,° °°+3°,°°°X1220

1第3期 央 の 仕訳1

⑲ ㈹ 現 金10,000㈲ 受 取 賃貸 料10,000

⑳㈲ 機 械5,000㈲ 財産価値変動勘定5,000

⑳㈹ 財産価値変動勘定2,750㈹ 減価 償 却 引 当金2,750

⑳(借)減価償 却 費1,625㈲ 減価 償 却 引 当金1,625

1,625=3°,° °°+35,° °°X1220

⑳ ㈱ 減価 償 却 引 当金3,500㈹ 機 械3,500

⑳ ㈲ 機 械3,500(旬 現 金3,500

3期 末 の仕 訳

⑳㈹ 機 械5,000㈲ 財産価値変動勘定5,000

⑳ ㈹ 財産価値変動勘 定2,750㈲ 減 価 償 却 引 当金2,750

⑳ ㈲ 減 価償 却 費1,875㈲ 減 価 償 却 引 当金1,875

1,875=35,° °°+4°,°°°X1220

1勘 定記入1

慨 槻

前期繰越 10,000 0 1,500

0 5,000 ⑭ 2,500

⑥ 1,500 O 3,500

0 5,000 次期繰越 40,000

11 5,000

⑮ 2,500

⑯ 5,000

⑳ 5,000

⑳ 3,500

⑳ 5,000一
47,500 47,500

減価償却引当金

0 1,500 前期繰越 5,500

⑭ 2,500 0 2,750

㊧ 3,500 ④ 625

次期繰越 22,000 ⑧ 2,750

0 875

⑫ 2,750

⑬ 1,125
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⑰ 2;750

18 1,375

⑳ 2,750

⑫ 1,625

⑳ 2,750

⑳ ユ,875一
29,500 29-,500

現 金

Oio,000

0io,000

Qs1°,° °°

30,000

01,500

02,500

●3,500

次期 繰越22,500

30,000

資本金

次期繰越4,500 前期 繰越4,500

財産価値変動勘定

0 2,750 OO 5,000

⑧ 2,750 0 5,000

⑫ 2,750 ii 5,000

⑰ 2,750 16 5,000 一

⑳ 2,750 ⑳ 5,.000

⑳

次期繰越

2,750

13,500

゜5,° °°

30;000 30,000

減価償却費

④ 625 損 益 7,500

0 875

13 1,125

18 1,375

⑫ 1,,625

⑳ 1,875一
7,500一 7,500一

受取賃貸料

損 シ3°'° °° 0

0

10,000

10,000

∠二_二__⑲

30,000

10,000

30,000

1期末貸借対照表 ・損益計算書1

B/S⑧ (第3期 末)

機 械40,000

減価償却22
,000引 当 金

資 本 金4,500

財産価値変動勘定 ・13,500

現 金22,500 利 益22,500

P/L④(第1期 ～第3期)

減価償却費 7,500

利 益22,500

受取賃貸料 30,000

B/S⑧ か ら明らかなように,維 持すべ き機

械4.5台 分(新 品に換算 して〉の期末評価額

18,000(=40,000-22,000)は 貸方の資本額

18,000(資 本金4,500と 財 産価 値 変動 勘 定

13,500の 合計額)と 一致 している。従 って,

利益22,500を 全額分 配 した としても機械4.5

台分の維持は達成 される。すなわち,設 例3

のような状況のも,とでは,期 中平均再調達価

格 を基準 として減価償却をす る場合で も,固

定資産の実体維持は可能なのである。従って,

その場合 には,財 産価値変動勘定は実体資本

概念のもとでの資本修正勘定 として性格づ け

うることになる。
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(2)固 定資産消耗部分の

即座の補墳が不可能な場合

以上は,固 定資産の消耗部分 を直ちに補嗔

することが可能であるというきわめて特殊な

状況 を前提とした議論であったが,次 に,そ

のような状況が成立 しない場合について考察

する。

その場合 に,シ ュ ミッ トは,既 述のように,

減価償却を通 じて留保 された資産 を当該固定

資産 と同様の価格推移 を辿る財に投資 し,そ

の財のその後の価格変動を通 して当該固定資

産の取替資金を確保 し,以 て固定資産の実体

維持 を達成 させようとする。以下,簡 単な設

例に基づいて,具 体的に検討 してみよう。

魎

(a)機 械(新 品1台)

取得原価8,000

残存価額0

耐用年数5年

(b)駈機械の再調達価格

第1期 末の再調達価格9,000

第2期 末の 〃10,000

第3期 末の 〃11,000

第4期 末の 〃12,000

第5期 末の 〃13,000

なお,各期央の再調達価格は,各期首 ・

期末の平均再調達価格 に等 しいもの とす

る。

(c)定 額法の減価償却を行な う。

(d)機 械の賃貸によって,毎期央に3,000の

現金収入がある。

(e)毎 期央時点で,当 機械の各期央再調達

価格の5分 の1相 当額(減 価償却費相 当

額)だ け有価証券を購入する。その有価

証券は当機械 と同じ価格推移を辿るもの

とする。

(f)第1期 首貸借対照表

以上の条件 に基づ き,第1期 および第2

期の仕訳 と勘定記入を示 し,第2期 末の貸

借対照表 と第1期 か ら第2期 までを一つの

期間 とす る損益計算書 を作成 してみよう。

第1期 央の仕訳

①㈹現 金3,000(旬 受取手数料3,000

機械の賃貸料の受取り

②㈲有価証券1,700(旬 現 金1,700

有価証券備 入(・,7・・-8° °°+92°°°×15)

[第1期 末の仕訳1

③㈹有価証券100㈲ 財産価値変動勘定100

有 価 証 券 の 評 価 替 え

100=1,700x9.° °°_1,7008
,500

④ ㈹ 機 械1,000圓 財産価値変動勘定1,000

機 械勘 定 の 評価 替 え(1,000=9,000-8,000)

⑤ ㈱ 減 価償 却 費1.,700(旬 減 価 償 却 引 当 金1,700

瀟 償 嬪 の 計上(・,7・ ・-8° °°+92° °°×15)

⑥ ㈲ 財産価値変動勘定100㈲ 減価 償 却 引 当 金100

減 価償 却 引 当金勘 定 の 評価 替 え

100=9,000x5-1,700

2期 の仕 訳

⑦ ㈱ 現 金3,000㈲ 受 取賃 貸 料3,000

⑧ ㈹ 有 価 証 券1,900圓 現 金1,900

1,900=9,° °°+1°,°°°X125

1第2期 末 の仕 訳1

⑨ ㈲ 有 価 証 券300㈲ 財産価値変動勘定300

300=(1,700+100)x(1+1°,° °°-9,° °°)+1,900C9
,000

1°,°°°-9,5° °x(1+

9,500>〉

一 〔(・
,700+100)+1,900〕

⑩㈲機 械1,000㈲ 財産価値変動勘定1,000
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⑪㈹減価償却費1,900圓 減価償却引当金1,900

1,900=9,° °°+1°,°°°X125

⑫㈱財産価値変動勘定300㈲ 減価償却引当金300

300=10,000x5-(1,700+100+1,900)

財産価値変動勘定

1勘 定記入1

機 械

前期繰越

④

io

111

1,000

1,000

次期繰 越10,000

/
10,000 10,000

減価償却引当金

0100

12300

次期繰 越2,000

/
2,000

0

④

O

io

受取賃貸料

100

1,000

300

1,000

2,400

益6,000損

/
・111

0

0

3,000

3,000

・111

次期繰越 111 0

⑥

ii

12

1,700

100

1,900

300

4,000 111

現 金

①

⑦

3,000

3,000

0

⑧

次期繰越

1,700

1,900

2,400

6,000 ・111

有価証券

1期末貸借対照表 ・損益計算書1

B/sO (第2期 末)

②

③

⑧

⑨

1,700

100

1,900

300

次期繰越 4,000

4,000 111

機 械10,000

減価償却引当金4,000

資 本 金8,000

有価証券4,000
財産価値変動勘定2,000

現 金2,400 利 益2,400

資本金

次期繰越8,000

P/L⑤(第1期 ～第2期)

減価償却費 3,600

利 益 2,400

受取賃貸料 6,000

前期繰越8,000

減価償却費

O

O

1,700

1,900

損 益 3,600

一
3,600 3,600

さて,同 様に,期 末貸借対照表の数値をも

とにして,固 定資産の実体維持の問題並びに

財産価値変動勘定の性格 について検討 してみ

よう。

B/S⑩ において,機 械はすでに2年 経過 し

ているので,そ れは物的にみて新品に換算し

て35台分である・また,有 価証券4,…1ま 鮴

購入時価を表わしているが,有 価証券の場合,

購入時価は売却時価 に等 しい と考えられるの

で,そ れは,4,000の 現金に相当するとみな し

うる.そ して,そ の4,… によっ磯 械著台分

を購入す ることが可能であるので(と いうよ

りも,その4,… は5台 分の購入のために
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拘束されているので),結 局,こ の有価証券

4,… は物的にみ磯 峠 台分1こ相 当すると

みなしうる。従って,第2期 末現在 において

2年 経過済みの機械 と有価証券4,000が 存在

しているとい うことは,同 時点で新品の機械

1台 が存在 しているのと物的に同一 というこ

とになる。そして,そ のような維持すべ き新

品の機械1台 分 に相当する2年 経過済みの機

械6,000(=10,000-4,000)と 有価証券4,000

の合計額10,000は,貸 方の資本額10,000(資

本金8,000と 財産価値 変動勘 定2,000の 合計

額)と 同額であることがB/S⑩ よ り明らかで

ある。従って,そ こでは,利 益2,400を 全額分

配 したとしても,新 品の機械1台 分の維持は

達成されることになる。つ まり,設 例4の よ

うな状況のもとでは,期 中平均再調達価格 を

基準 として減価償却費を計上する場合でも,

固定資産の実体維持は不可能ではないのであ

る。そ して,そ の場合には,財 産価値変動勘

定は,実 体資本概念のもとでの資本修正勘定

として性格づけることが可能 ということにな

る33)。

(注)

24)F.Schmidt, .DieorganischeTageswertbilanz,

..頁
。 山下,シ ュ ミッ ト有 機観 対 照 表 学 説,

352-356頁 。

25)F.Schmidt,前 掲 書,189頁 以下 。 山 下,前 掲 訳

書,356頁 以 下。

26)F.Schmidt,前 掲 書,199-200頁 。 山下,前 掲

訳 書,376-377頁 。

27)F.Schmidt,前 掲 書,200頁 お よ び163頁 。 山

下,前 掲 訳 書,377頁 お よび307-308頁 。

28)シ ュ ミ ッ トの 原 書 に お い て は,更 新勘 定(Er-

neuerungskonto)と い う名称 が用 い られ て い るの

で あ るが,そ れ は,減 価償 却 累計額 を収 容 し,主

た る 固定 資産 勘 定 を間 接控 除 す る勘 定 で あ り,一

般 にい う減 価 償 却 引 当金 勘 定 と同 じ内容 の もの で

あ る。従 っ て,本 稿 で は,減 価償 却 引 当金勘 定 と

い う名 称 を用 い る こ とに した 。

29)ESchmidt,前 掲 書,190頁 。 山下,前 掲 訳 書,

357頁 。 た だ し,〔 表1〕 のb欄 の数 値 は,1929年

版(173頁)に よった。1951年 の再刷版と1929年 版

とでは,b欄 の数値が異なっている。c～h欄 の

数値から判断すれば,再 刷版のb欄 の数値は誤植

であると思われる。

30),31)〔 表1〕 のb欄 は実は,平 均的再生産価値

(durchschnittlicherReproduktionswert)と な

っているのであるが,機 械勘定がその金額に基づ

いて期末評価されていることを勘案すれば,そ れ

は平均的再生産価値(期 中平均再調達価格)で は

なく,期 末再生産価値(期 末再調達価格)で ある

と解される。それ故,〔表1〕 のb欄 において,あ

えて 「平均的」という文言を削除した。ともかく,

〔表1〕 では,そ のようなb欄 の金額に基づいて

減価償却がなされているので,そ こでは,期 末再

調達価格が減価償却の基礎価格 となっていると判

断されるのである。

32)期 首から期末にかけて機械の再調達価格が2倍

に上昇しているので,② の仕訳によって機械勘定

の評価額 もし2倍に引き上げられる。それに伴い,

過年度の減価償却累計額たる減価償却引当金勘定

の評価額を2倍 に引き上げているのが③の仕訳で

ある。すなわち,シ ュミットは述べる。「価格水準

の変動は,固 定資産勘定に対するのと全 く同様に

減価償却引当金勘定に対 しても,しかも,その時々

の在高に比例 して影響を及ぼす」(F.Schmidt,前

掲書,192頁;山 下,前 掲訳書,362-363頁)と 。

③の仕訳を行なうことによって,固 定資産勘定と

減価償却引当金勘定とが同一の評価基準のもとに

計上され,両 者の差額たる固定資産の帳簿価額は

意味のある金額となる。また,③ の仕訳の借方に

資本修正勘定としての財産価値変動勘定が計上さ

れているので,こ の仕訳は利益計算に無関係であ

る。

33)た だ し,そ のような結論が導かれたのは,設 例

4に おいて減価償却留保資金を有価証券(当 該固

定資産 と同じ価格推移を辿る)に 投資することが

前提 となっているからである。すなわち,有 価証

券の場合には,購 入市場価格は販売市場価格と等

しいとみなしうるので,そ れは現金等価額を意味

し,従 って当該固定資産の補槇能力を表わす,と

いう論理が成 り立つ。しかし,他 の投資財の場合

には,通 常,購 入市場と販売市場が別々に存在し,

購入市場価格は販売市場価格と等価でないのが一

般的であり,そ れ故,そ れは現金等価額を意味し

一122一



ない。従って,そ の場合には,そ の投資財の購入

市場価格は当該固定資産の補嗔能力を必ずしも表

わさないのである。

Vシ ュミッ ト学説における

財産価値変動勘定の性格

(1)資 本修正勘定 としての妥当性

以上,シ ュミットの棚卸資産および固定資

産の取扱いをもとに財産価値変動勘定の性格

について具体的に検討 してきたわけであるが,

その結果,次 のようなことが一応明らか とな

った。すなわち,シ ュ ミット説では,両 資産

に関 して実体維持が達成され,従 って,財 産

価値変動:勘定は実体資本概念のもとでの資本

修正勘定 として性格づ けうる,と いう一応の

結論が得 られたわけである。

しか しながら,そ のような結論がシュ ミッ

トの計算構造自体の実体資本維持会計 として

の完結性を証明するものであ りえないことは,

すでに明らかであろ う。すなわち,シ ュ ミッ

ト説においては,特 定の投資政策(財務政策)

とい う会計外の行為が前提 とされているので

あ り,シ ュ ミッ ト説は,そ の投資政策の補助

のもとに初めて実体資本維持説 として成立 し

ているのである34)。

シュミッ ト説において前提 とされている投

資政策を整理すれば,次 のようになる。

① 棚卸資産は,販 売された 日に(す なわ

ち再調達価格が変動 しないうちに)直 ち

に再調達す る。

② 固定資産については,減 価償却留保資

金によって当該固定資産の消耗部分 を直

ちに補槇 しうる場合には,そ れ を行 なう。

③ 固定資産について上記のことが不可能

な場合 には,同 資金 を当該固定資産 と同

様の価格推移 を辿る財に投資す る。

①お よび②の投資政策が実現すれば,販 売

日再調達価格は実際再調達価格に一致するこ

とになり,販 売 日再調達価格 を費用測定基準

とするシュミットの計算は,実 体資本維持の

ための費用測定基準を満たすことになる。ま

た,③ の投資政策によって,当 該投資財のそ

の後の価格変動 を通 して固定資産の取替資金

が確保 され,以 て固定資産の実体維持が達成

されるのである。これらの投資政策は,シ ュ

ミット説が実体 資本維持説 として成立するた

めの不可欠の前提条件 となっている。その前

提条件が満 たされなければ,シ ュ ミッ ト説は

もはや実体資本維持説 としては位置づ けえな

くなるし,ま た,財 産価値変動勘定 も実体資

本概念のもとでの資本修正勘定としては性格

規定 しえな くなる。

例えば,① の条件が満たされない場合 に,

棚卸資産の実体維持が保証 されず,財 産価値

変動勘定 も資本修正勘定 として性格づ けえな

いことは,設 例1で すでに確認 したとお りで

ある。 また,固 定資産の場合 も,② の条件が

完全 に満たされるとい うのは設例3の ような

きわめて特殊 な状況 に限 られてお り,従 って

② によって固定資産の実体維持 を達成させ る

ことは,ま ず期待 しえないであろう。 とすれ

ば,固 定資産の実体維持は,③ の条件 を満足

させることによってはからねばならない。し

か し,そ れ もまた一般的には期待 しうること

ではない。当該投資財の価格変動が当該固定

資産のそれと同様であることを的確に洞察 し,

毎期,減 価償却費相当額ずつその財への投資

を実施 してい くということは,決 して容易な

ことではないか らである。そして,そ もそも,

当該 固定資産 と同じ価格推移を辿る他の財が

存在す ると仮定すること自体,そ して,そ の

ような財への投資を前提 とすること自体,不

自然なことではなかろうか。 いずれにせ よ,

③の条件が満たされるというの も一般的には

期待 しうることではないのである。

ここで,③ の条件が満たされない場合 に,

固定資産の実体維持が保証されず,財 産価値

変動勘定 も実体資本概念の もとでの資本修正

勘定 として性格づけえなくなるとい うことを,
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具体的に確認 してみたいと思 う。

その際,設 例4の 第2期 末の条件を若干変

更する。すなわち,設 例4の 第2期 末の⑨の

仕訳では,有 価証券の価格上昇率 と機械のそ

れとが同一であるという仮定のもとに,有 価

証券勘定の評価替えの処理がなされていたが,

ここで,そ の仮定 を変更 し,有 価証券の価格

上昇率が黼 のそれの12に し燵 しなかった

場合 を想定する。

その場合には,第2期 の仕訳 と期末貸借対

照表は次のようになる。

はできないことになる35)。

以上は,当 該投資財の価格上昇率が当該固

定資産のそれに達 しない場合の議論であった

が,そ の逆の場合,す なわち,前 者が後者を

超える場合 にも,同 様の結論が得 られ る。す

なわち,そ の場合には,維 持されるべ き新品

の機械1台 分 を上回る資産が留保 され ること

になり,財 産価値変動勘定を実体資本概念の

もとでの資本修正勘定 として性格づ けること

はやはり無理 なのである。その点については,

もはや確認する必要もあるまい。

第2期 末の仕訳

⑨㈹有価証券 150(旬 財産価値変動勘定150

150=(1,700+100)x(1+1°,° °°-9,° °°x1)9
,0002

乗 ・・9・・×(・+1° °°°-9,59
,500° °×12)〕

一(1
,700+100)+1,900

他の仕訳は,設 例4の ⑩,⑪,⑫ と同じ。

期 貸借 ・照表

B/S11 (第2期 末)

機 械10,000

減価償却引当金4,000

資 本 金8,000

有価証券3,850
財産価値変動勘定1,850

現 金2,400 利 益2,400

B/S⑪ から明らかなように,利 益2,400を 全

額分配した場合 に留保 されるのは,2年 経過

済みの機械1台 と有価証券3,850に す ぎず,そ

れらは,物 的にみてジ維持すべ き新品の機械

1台 分 に達 しない。既述の ように,2年 経過

済みの機械1台 に加 えて有価証券4,000が 留

保 されない限 り,新 品の機械1台 分の維持は

保証 されないのである。従って,こ のような

場合には,財産価値変動勘定を実体資本概念の

もとでの資本修正勘定 として性格づ けること

(2)利 益要素としての解釈の可能性

財産価値変動勘定が実体資本概念の もとで

の資本修正勘定 として一般的に規定 しうるも

のでないことは,以 上確認 したとお りである。

また,実 体資本概念以外の何 らかの資本概念の

観点から財産価値変動勘定を資本修正勘定とし

て解釈することもできそうにない。 とすれば,

この財産価値変動勘定は,一 体 どのように性

格づ けられるべ きであろうか。

財産価値変動勘定に収容 される金額 は,財

産が企業内に存在 した期間にかかわるその財

産の購入市場価格(時 価)の 変動額 を意味す

る。そして,そ れは,サ ンディランズ ・レポー

ト36)などに代表されるいわゆるカレント・コス

ト会計(currentcostaccounting)に おける

保有利得(holdinggain)の 金額に一致する。

すなわち,販 売された財産にかかわる財産価

値変動勘定の金額はカレン ト・コス ト会計上

の実現保有利得部分に相当し,期 末財産にか

かわる財産価値変動勘定の金額はカレン ト・

コス ト会計上の未実現保有利得部分に相 当す

るのである。 もし,シ ュミット説における財

産価値変動勘定を,そ のようなカレン ト・コ

ス ト会計上の保有利得 と同様に,一 種の利益

要素 として解釈 しうるのであれば,シ ュミッ

トの計算は,カ レン ト・コス ト会計の場合 と

同様に,貨 幣的期間利益(貨 幣資本概念を前

提 とする期間利益)の 分解計算 を意味するこ
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とになる。すなわち,カ レン ト・コス ト会計

が操業利益(operatingprofit)と 保有利得 と

に貨幣的期間利益の分解 を行なっているの と

同様 に,シ ュ ミッ トの計 算 は,取 引利 益

(Umsatzgewinn,売 上収益 と販売 日再調達

価格基準の費用額 との差額)と 財産価値変動

勘定(何 らかの利益要素 としての)と に貨幣

的期間利益の分解 を試みていることになるの

である。そのように解釈する余地が シュ ミッ

ト説に内在 してはいないであろうか。

実は,シ ュ ミッ トには,そ のような解釈の

可能 性を示唆する一面が見受けられるのであ

る。すなわち,彼 が次のように述べている と

ころがそれである。

「剰余(ﾜbersch�se)と いうものは一方で

は取引(Umsatz)か ら生 じ,ま た他方では資

本 を一定の財産に投下 した という事実からも

生ずるものであるが,ど れだけがそれらの剰余

であるのかを確認す ることが,企 業経済にお

いて極めて重要である。 というのは,こ れ ら

二種類の価値変動 を絶えず混淆せ しめ る場合

には,企 業家は,資 本処理の成果(dieErfolge

derKapitalsdisposition)と 取 引活 動 の成

果(dieErfolgederUlnsatztatigkeit)と を統

制 す るいず れの可能性 を も失 うか らで あ

る37)。」

「財産価 値変動 は資本投 下(Kapitalan-

lage)の 成果であるが,し かし,取 引利益は新

たな形態への資本転換(生 産活動一 壹岐),

或いは,新 たな市場への資本移転(販 売活動

一 壹岐)の 成果である38)。」

これらの叙述から,シ ュミットが企業活動 の

内容を取引活動(生 産 ・販売活動)と資本処理活

動(資本投下活動)の二つの峻別し,そ れぞれの

活動別に成果を計算 しようとしていること,そ

して,財 産価値変動勘定によって資本処理活

動(資 本投下活動)の 成果を把握 しようとして

いること,を 読み取 ることがで きる39)。ただ

し,そ こでいう資本処理活動(資 本投下活動)

とは具体的にどのような内容の活動なのか,

必ずしも明確ではない。シュ ミッ トが,「当該

企業の中に一体化 している諸々の財産が,そ

の価値 において騰貴する,し か も相対的に高

く騰貴する傾向を有 しているならば,企 業財

産の投資(Anlage)は 成功 しているというこ

とがで きる40)」と述べているところか らみる

と,資 本処理活動(資 本投下活動)と は,価

値の騰責す る財産に資金 を運用す るというあ

る種の投機的性格を有する活動 を意味 してい

るのではないか,と いう一・応の推察 はつ く41)。

しか し,明 確な概念 を得 るには至 らない。従

って,財 産価値変動勘定が示す という資本処

理活動(資 本投下活動)の 成果の意味内容 も

依然として不明確のままであるg

しかしなが ら,シ ュ ミットに財産価値変動

勘定 を一種の利益要素 として考 えている一面

があるとい うことは,少 な くとも事実なので

ある。そもそも,シ ュミットの計算構造にお

いて,財 産価値変動勘定には資本修正勘定 と

しての一般的妥当性が認め られないとすれば,

論理的には,財 産価値変動勘定はもはや利益

要素 として解釈せ ざるをえないと思 われ るの

であるが,シ ュミッ ト自身の考え方の中にも,

そのような解釈の可能性が内在 しているので

ある。

既述のように,シ ュ ミッ ト説において,財

産価値変動勘定は損益計算書上の計算要素 と

しては取 り扱われてはいなかった。 しか し,

そのことが直ちに財産価値変動勘定の利益性

・゚の否定を意味することになるのであろうか。

必ず しもそ うはならない と考えたい。すなわ

ち,そ こでは,取 引利益の計算上,財 産価値

変動勘定が除外されているにす ぎない とは解

釈できないだろうか。シュミットにとって,取引

利益は企業の国民経済的任務の遂行度を判断

する指標 として考 えられている。シュ ミット

は,そ の取引利益の重要性 を強調するあまり,

財産価値変動勘定を損益計算書からも除外 し

てしまったのではなかろうか。

そのように考 えうるのであれば,財 産価値
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変動勘定 を利益性一般の否定された資本修正

勘定 として規定せず,取 引利益以外の利益要

素 資本処理活動(資 本投下活動)の 成果

を意味する勘定 として解釈する余地があ

るように思われるのである。確かに,シュミット

は,他 の所で,厂財産価値変動は利益であるか」

と自問し,「否」 と自答 している42)。しか し,

その際念頭に置かれている利益 は,あ くまで

も取引利益であって,必 ずしも利益一般では

ない,とは解釈できないだろうか。そして,も し

そのような解釈が正当であるならば,本 来ぱ,

財産価値変動勘定について も損益計算書上の

計算要素 として取 り扱い,損 益計算書の内部

において,取 引利益 と財産価値変動勘定 とを

分割表示す るように処置すべ きだと思われる

のである。

本稿は,財 産価値変動勘定の性格の検討を

通 して,従 来実体資本維持説 として位 置づ け

られてきたシュ ミット学説を,実 体資本維持

の視点とは全 く別の視点より解釈 し直 した一

つの試論 にほかならない。

(注)

34)岩 田,利 潤 計 算 原 理,345-353頁 ,森 田,期 間

利 益 の分 配可 能 性 と尺度 性,257-271頁,お よび,

森 田,価 格 変 動 会 計論,26頁,参 照 。

35)新 品の 機 械1台 分 を維 持 す る ため には,次 の よ

うに処 理 しな け れ ば な らな い。

⑨㈱有価証券

⑩㈱機'械

⑪㈹減価償却費

⑫㈹減価償却費

150(貸)財 産価値変動勘定150

1,000(貸)財 産価値変動勘定1,000

1,900(貸)減 価 償 却 引当 金1 ,900

150(貸)減 価償 却 引当 金300

財産価値変動勘定150

この ように処理すれば,第2期 末貸借対照表は次

のようになり,利益2,250を 全額分配 しても新品の機

械1台 分は維持されるのである。

しかし,こ の場合には,減 価償却費の計算がシ

ュミットの考え方 と矛盾することになる。

B/S⑫(第2期 末)

機 械10,000

一

減価償却引当金4,000

資 本 金8,000

有価証券3,850
財産価値変動勘定2,000

現 金2,400
利 益2,250

36)InflationAccountingCommittee(FEPSan-

dilands,Chairman),InflationAccounting ,1975

年6月25日 。

37)F.Schmidt,DerWiederbeschaffungspreisdes

Umsatztages-inKalkulationundVolkswirt-

schaft,Berlin,1923年,73-74頁 。

38)F.Schmidt,Bilanzwert,Bilanzgewinnund

Bilanzumwertung,Berlin,1924年 ,71頁 。

39)出 典 を明 らか には して い ない が,シ ュ ミッ ト門

下 の ホル ン も次 の よ うに述 べ て い る。 「取 引 利 益

は,彼(シ ュ ミッ ト,以 下 同様 一 壹 岐)に とっ

て共 同経 済 的 任務 遂 行 に関 す る計 量 器 で あ り,企

業 家 の行 動 の た め の指 標 で あ るが,そ れ に対 して,

財 産価 値 変 動勘 定 は彼 に とっ て資本 処 理 の成 果 を

示 して い る。」HeinrichHom,Tendenzenzur

AussonderungvonVerm�enswert舅derungen

inBetriebswirtschaftslehre,Wirtschaftspraxis

undSteuerrecht,Berlin/Wien ,1931年,105頁 。

40)F.Schmidt,前 掲 書,21頁 。

41)岩 田教 授 は,シ ュ ミッ トの い う資本 処理 活動(資

本 投下 活 動)に つ い て,「 『資本 財 を正 し く選 択 し

て,価 値 を維持 すべ き任務 』 を有 す る私 経 済 的 色

彩 の濃 い経 済活 動 で あ る」 と述 べ て い る。 岩 田,

前 掲 書,339-340頁 。

42)こ の 点 に関 して は,以 下 の文 献 を参 照 され た い。

F:Schmidt,DieorganischeTageswertbilanz
,

305頁 以下 。F.Schmidt,IstWert舅derungam

ruhendenVerm�enGewinnoderVerlust?
,

Zeitschriftf�Betriebswirtschaft ,第5巻 第1

号,1928年 。F.Schmidt,IsAppreciationProfit? ,

AccountingReview,第6巻 第4号 ,1931年12月 。
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